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．問題の設定

アルコール依存症は 否認の病気 といわれ、依存症者が 最初から自発的に セルフヘ

ルプ・グループ（自助グループ ））に来ることはない。それゆえアルコール依存症者を回

復 ）の軌道に乗せるにはセルフヘルプに注目しているだけではだめで、アルコール・ケア

システムのなかにセルフヘルプを位置づけて捉える必要がある。わが国では 年 月 日

にアルコール健康障害対策基本法が施行され、具体的な動きは今後でてくる ）。土台となる

アルコール健康障害対策推進基本計画 では 誰もが相談できる相談場所と、必要な支援

につなげる相談支援体制づくり が基本的方向性の つになっており、そこにおいては精神

保健福祉センターや保健所等を中心に、自助グループ（セルフヘルプ・グループ）にも大き

な期待が寄せられている ）。これらの施策はアルコール・ケアシステムの構築に貢献するこ

とになるが、セルフヘルプに関しては、わが国ではこれまで当事者の自立性を重視するあま

り、とりわけグループ運営に関して専門家が関与しないという側面が強調されていた（三好
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）日本では自助グループと呼ばれることが多く、筆者も最近はそう呼んでいる。しかし本稿はドイツの
ケースを考察するため、セルフヘルプで統一する方が便利であり、基本的にセルフヘルプという表記を使
う。筆者は、以前は表記にかなりこだわっていた。しかし最近は、文脈や意味が明白であれば、表記は本
質的な問題ではないと考えている。したがって文脈によって 自助 という表記も使う。
）アルコール依存症者が問題なく再び飲めるようになることはない。回復とは断酒をつづけ、そのなかで
人間的に成長していくことである。人間的成長というと仰々しいが、彼らは 酒をやめれば、それで普通
の人 になるわけではない。依存症になるなかで経済的基盤、人間関係など多くのものを失っており、そ
こから生活を取り戻そうとすれば、これまでの生き方を変えていかなければならない。その変えることが
人間的成長につながるのである。
）基本法には施行後 年以内にアルコール健康障害対策推進基本法計画の策定が定められており、その後
都道府県がそれぞれの状況を勘案し、都道府県アルコール健康障害対策推進計画を策定することになる。
）



）。

一方、本稿で対象とするドイツでは、依存症セルフヘルプのみならずセルフヘルプ一般に

対する支援体制が整備され、依存症者ケアシステムはかなり充実したかたちで整備されてい

る。それゆえ、社会全体や医療保障のなかでドイツほどセルフヘルプが定着している国はな

いとされる（ ）。本稿の目的は、ドイツの依存症ケアシステムならびに

セルフヘルプ促進を明らかにするとともに、その考察からわが国の依存症セルフヘルプに

とって、有益な示唆を導き出すことである。しかしながらドイツの依存症ケアシステムをわ

が国で紹介した文献は管見のかぎり存在しない。したがって同システムの解説にかなりの部

分を割くことになる。

本稿の構成は次のようになっている。まず 節で、ドイツの依存症ケアシステムにおける

セルフヘルプの位置を確認し、 節で、依存症セルフヘルプを支える主体として 大依存症

セルフヘルプ団体、登記社団 ドイツ依存症問題中央センター（ ）に注目し考察す

る。これらの主体はいずれもドイツの伝統的な民間福祉事業（福祉団体）につながってい

る。したがって 節では福祉団体について考察し、 つの福祉団体のなか、また つの州を

事例にこれらの団体と依存症セルフヘルプの関係を確認する。その考察からこの 大団体に

つながる依存症セルフヘルプは現在、福祉団体の一部となっていることが明らかにされる。

セルフヘルプは 年代に伝統的な福祉団体への批判から生じたといわれるから、そうした

状況は、セルフヘルプが、伝統的な団体に 取り込まれて しまった印象を与える。実際は

どうなのか。 節では、この問いに関して検討を加える。また 節においては、ドイツの支

援のあり方が、わが国のセルフヘルプと専門家の関係を考える際に、どのように参考になる

のかも考察する。

．依存症者ケアシステムのなかのセルフヘルプ・グループ

ドイツではアルコールにかぎらず、依存症全般を対象にした依存症者ケアシステムが確立

されている。概観を示せば、図 のようになる（ ）。

大枠としては日本でも同じような主体が存在している。しかしドイツはその質・量、支援

体制において日本よりもかなり進んでいる。 （ ）にもとづいて個々の主体を簡単

にみていこう。

予防 後に見る ヘッセン州依存症問題センター （ ）のような依存症問題のための

州センター、依存症予防のための専門センターがあり、 年にはドイツ全体で 名の

専門職によって 万 のケースへの対応がなされている。

相談と救急治療 ドイツ全国に 以上の外来の相談・治療センター（

）があり、 万人以上が利用している。同センターは

年 月 日の年金保険連合会と連邦疾病金庫連合会の依存症外来リハビリ推奨協定以

降注目されるようになり、この協定の後の準則に従って、 選定された 依存症相談・治

療センターは、かつては専門クリニックだけに可能であった、解毒治療もできるように

なった（ ）。
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敷居の低い（ ）施設 全国で 以上存在し、利用に関して条件はない

か、あってもわずかである。それゆえ 敷居の低い と形容されるわけであるが、その施

設の目標は、依存性物質使用にもかかわらず可能なかぎり健康な生活を確保させることに

ある。そのために集会や宿泊のスペース、使用ルームが設置されている。使用ルームと

は、持ち込んだ薬物を、訓練された職員の監視のもとで使用させる部屋であり、治療への

関心があれば彼らに情報提供するカウンセラーが常駐している。

禁断治療 解毒 動機づけもおこなう禁断治療施設は あり、 人以上が利用してい

る。そこでは 生活の希望を与える などの心理社会的ケアも提供される。禁断治療は精

神病院や精神科クリニック、内科クリニックや一般病院の特別病棟（ステーション）、救

急病院などでおこなわれる（ ）。

中間施設（セラピー的要素をともなう） （ ）には、この施設について説明が

ない。ただ図 の配置からして、 と の中間であるということはイメージすることが

できる。

医療リハビリテーション 解毒は、社会法典第 編 疾病保険 では医療リハビリとよば

れ、一般にはセラピーと呼ばれる。全日の外来リハビリ施設は あり、 人以上が利

用している。入院リハビリ施設は であり、 万 人の利用、適応施設は であり、

人以上が利用している。

ソーシャル・リハビリテーション ソーシャルセラピーの入所施設は で、 万 人以

上が利用し、部分入所施設は で、 人以上が利用している。外来ケア付き住居は

であり、利用者 万 人以上、労働プロジェクト・資格取得措置は であり、 人

図 ドイツにおける依存症者ケアシステム

注 あくまでも概略図であり、それ以外の主体や経路が存在しないということではない。
出所）



以上が利用している。セルフヘルプ・グループは 万以上、利用者 万人以上である。

これらの主体がアルコールケアにおいて有効に機能するためには、ある主体から次の主体

に切れ目なくつなぐことができるかどうかが重要なポイントになる。ドイツでは、登記社団

ドイツ依存症問題中央センター（ 以下

、後述）がプロジェクト受託者となり、連邦健康省から資金支援を受けて、職業的依

存症援助と依存症セルフヘルプを切れ目なくつなぐためのプロジェクト チャンスを切れ目

なく利用する（ ）（ （ ）

）が調査フェーズ（期間 年 月 年 月））、実践フェーズ

（期間 年 月 年 月）の 段階で実施された。プロジェクトの中心となったの

は、ドイツの 大依存症セルフヘルプ団体（第 節で詳述）であり、プロジェクト終了後に

切れ目なくつなぐための指導要領（ ）がまとめられている。きわめて興味を

そそられるプロジェクト名であるが、指導要領の中身は一般的な指摘に終わっている

（ ））。またこうしたプロジェクトが実際に実施されるということは、ド

イツにおいても切れ目なくつなぐというところに課題があることの証左であろう。もっとも

連邦健康省の資金支援で 大依存症セルフヘルプ団体が中心となって実施されたプロジェク

トは、 プロジェクトがはじめてではない。それ以前に 橋をかける─セルフヘルプに

おける若い依存症者 （ ）（期間

年 月 年 月）（ ）、 依存症セルフヘルプを健康促進によって最適化す

る （ ）（期間 年 月

年 月））などのプロジェクトが実施されている。ここで筆者が関心をもつのは、連邦健康

省の資金支援を受けて、これらのプロジェクトを継続的に実施することができたという事実

である。この事実は、公的医療保険や公的年金保険からの支援の法定化と同様 ）、ドイツの

依存症ケアシステムのなかでセルフヘルプが確かなかたちで位置づけられていることを示唆

するものである。そしてそれを担っている主体として 大依存症セルフヘルプ団体、

（ドイツ依存症問題中央センター）がある。

．依存症セルフヘルプを支える主体

） 大依存症セルフヘルプ団体

わが国にはアルコール依存症のセルフヘルプ・グループとして （アルコホーリク

ス・アノニマス）と断酒会という つの主要な系列がある。 は世界各国に広がりドイ
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）連邦健康省サイト

） （
）

）
）本稿では詳しく触れないが、公的医療保険によるセルフヘルプ促進については豊山（ ）を参照。
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ツにも存在しているが、それとは別にドイツでは 大依存症セルフヘルプ団体という系列の

グループも存在している。 はアルコール依存症を対象としているのに対して、 大依

存症セルフヘルプ団体のセルフヘルプ・グループは依存症全般を対象にしている。以下、

大依存症セルフヘルプ団体とそれらに所属するグループの状況を、主に

（ ））にもとづいてみてみよう。

）概 観

登記社団 クロイツブント（ ）

年にノイマン（ ）司祭によって アルコール性飲料の乱用に対するカ

トリック結社 が設立された。当時は、今日のような社会国家はまだ存在していなかっ

た。その時代、社会的な関係に基づいて、社会参加はたいてい教会から始まった。 年

に名前を カトリック・クロイツ同盟（ ） と変えた。 年

に、クロイツ同盟は初めてカリタスの専門団体として認められた。 年に、 が

アルコホリズムを病気として承認した。 年にクロイツブントは新しい段階に入り、援

助サービス機関からセルフヘルプ共同体に変化し、当事者が団体の活動により強く組み込

まれるようになった。 年にはビショピング（ ）が初めて当事者で連邦

理事会理事長になった（パラダイム転換）。 年には、病気としてのアルコホリズムの

承認が連邦社会裁判所によってなされ ）、現代のグループワークが導入された。 年

に、団体名を 登記社団 クロイツブント─依存症者のためのセルフヘルプ・援助共同

体 に変え（この団体名の変更の意味については 節で言及する）、 年にはカリタス

の専門団体としてクロイツブントが新たに承認された。現在、団体名は 登記社団 クロ

イツブント 依存症者と家族のためのセルフヘルプ・援助共同体 になっている。過去

年間、会員は減少してきており、 年初めでクロイツブントの会員数は 万 人であ

る。

登記社団 ドイツにおけるブラオエス・クロイツ（

（ ）））

は 年 月 日に、ロシャ（ ）牧師が、ジュネーブで設立した。

年には、ボヴェ（ ）牧師がハーゲン ヴェストファーレンに、最初のドイ

ツのブラオエス・クロイツ結社を設立した。 は、本部はヴッパータールにあり、自

らの課題を、治療の可能性、生きる意味や生きる内容の実現を媒介することで依存症リス

クのある者、依存症者、その家族に対して包括的な援助をすることのなかにみている。団

体は、効果のある治療チェーンを形成し、自らの相談センター、専門病院、リハビリテー

） （ 年 月 日にクロイツブント連邦事務局で入
手した資料。筆者にメール（ ＠ ）で、入手希望の連絡をいただければ ファイ
ルで送付する）
） 年 月 日判決。しかし 年判決では、まだ自己責任の疾患と考えられていた。 年 月 日
の連邦労働裁判所の判決で、アルコール依存症は他の疾患と同列のものとみなされることになった
（ ）。
）英語の音表記ではブルー・クロスであり、わが国では青十字と訳す場合もある（全断連 かがり火
年 月 日号）。



ションセンターをもっている。

登記社団 福音主義教会におけるブラオエス・クロイツ（

（ ））

は、ドイツにおけるブラオエス・クロイツ（ ）に由来し、教会政策的、神学

的な対立の結果分かれた。 年に つの州団体がゾェースト ヴェストファーレンで、

福音主義教会ブラオエス・クロイツ団体のドイツ連合会 を設立し、 年に

（ドイツ福音主義教会）のディアコニー事業におけるブラオエス・クロイツ という名称

になった。 は自らを、 自助への援助 （ ）の原則によって規定

される学習・援助共同体と考え、可能なかぎりすべての家族成員をグループワークに組み

込む志向性をもつ。

登記社団 依存症者援助のためのフロインデス・クライゼ 中央連合会（

（ ））

ヴュルテンベルクにおいて 年に、ディアコニーの専門病院の元患者が、アルコール

患者のセルフヘルプ・グループとして、最初の フロインデス・クライゼ を設立した。

年に最初の州活動協議会が生まれた。 年には連邦レベルの中央連合会である 登

記社団 依存症患者援助のためのフロインデス・クライゼ─中央連合会 が、カッセルを

本部に、設立された。フロインデス・クライゼは、定款にアブスティネンス（依存対象へ

の依存行為をやめること。アルコールの場合は断酒となる）への義務づけを謳っていな

い。むしろ依存症者やその家族の自由な決定にもとづいたアブスティネンス生活へのス

テップを重視する。フロインデス・クライゼは、今日、 福祉団体の つであるディアコ

ニー事業団に属し、キリスト教的な基本価値を志向している。

登記社団 ドイツにおけるグート・テンプラー（ ）（

（ ）））

ドイツにおけるグート・テンプラーの組織は 年に設立された。同組織は

（ 年に設立された国際グッド・テンプラー組織）の独立した一部である。グート・テ

ンプラーは、政治的な縛りや、宗教的、世界観的な条件はなく、過去 年間、人種と性

別の平等を支持してきた。グート・テンプラーは依存症予防、依存性物質の消費の削減、

学習や教育、依存症者とその家族のための援助に関する包括的なプログラムを発展させて

いる。グート・テンプラーの対話グループは依存症問題における助言、援助、同行を提供

する。

大依存症セルフヘルプ団体は、後述のドイツの伝統的な つの福祉団体のうち つの団

体に加盟している。クロイツブントはカトリック系のカリタス連合会に、 、 、

の つは福音主義教会系のディアコニー事業団に、グート・テンプラーは同権福祉連合

会に加盟している。福祉団体のそれぞれについては第 節で紹介するが、ここで断っておか

なければならないことは、たとえばクロイツブントがカトリック系のカリタス連合会に加盟

しているからといって、クロイツブントの会員はカトリック教徒である必要はないというこ

大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）

）英語の音表記ではグッド・テンプラー。
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とである（ ）。依存症当事者がどのセルフヘルプ・グループに加入する

かは地域的な事情や知り合った医療従事者など偶然的要素にかなり左右される ）。

）依存症セルフヘルプの状況 年アンケート

大依存症セルフヘルプ団体は、わが国の断酒会のようにアルコール依存症だけを対象と

しているわけではなく、依存症全般を対象としている。それでは地域の依存症セルフヘル

プ・グループの状況はどうなっているのだろうか。どのような依存形態を対象としたグルー

プが多く、またどのような経路で当事者はグループにたどり着くのだろうか。 大依存症セ

ルフヘルプ団体が 年に共同実施したアンケート調査 ）にもとづいて、依存症セルフヘ

ルプの状況を確認しよう。

アンケートの対象

大依存症セルフヘルプ団体のグループ参加者 万 人であり、そのうち 万 人

が依存症者本人（ ％）、 万 人が家族（ ％）、 人が本人でも家族でもない

関心のある人（ ％）である。

依存形態

万 人（ ％）がアルコール、 人（ ％）が医薬品、 人（ ％）が非

合法薬物、 人（ ％）が病的ギャンブル、 人（ ％）が依存性物質によらない依

存、 人（ ％）がクロス・アディクションとなっている。それゆえ依存症全般を対

象としていても依存形態はアルコールが群をぬいて高い。ただフランクフルトのセルフヘ

ルプ・コンタクトシュテレ（支援センター）のサイトで地域の 大依存症セルフヘルプ系

列のグループを検索すると、対象がアルコールだけというところもあったが、アルコール

医薬品というところが多かった ）。

グループに来ている依存症者の直近の治療の種類

入所・入院治療（ ）からグループに来た参加者が 万 人

（ ％）、専門治療なし（グループのみ）が 万 人（ ％）、外来治療

（ ）が 人（ ％）、禁断治療 解毒（ ）

が 人（ ％）という順番になっている ）（図 も参照 ））。

研修参加者 グループ参加者 万 人のうち、 万 人はグループや団体にボラン

ティアとして参加し、そのための研修を受けている。依存症セルフヘルプ団体は、セルフ

ヘルプ依存症担当官（ ）が中心となって研修を実

）クロイツブントのヤンセン（ ）、グート・テンプラーのシュナイダー（ ）、
のラーメ（ ）からの 年 月の筆者の質問に関する返答メール。

）

） フランクフルトのコンタクトシュテレの職員シュトック
（ ）の 年 月 日付けメールによれば、主対象はアルコールだが、他の依存症にも開かれて
いるところも多いということだった。またギーセン・コンタクトシュテレのマツァット（ ）の
年 月 日付けメールによればクロス・アディクションが増えてきているとのことだった。

）全断連は 年に新会員入会経路調査をしている。断酒会に入会した 人の回答は、一番多いのが
医療経由 ％、 家族等周囲のすすめ ％、 断酒会情報 ％、 行政・保健センター経由 ％の

順になっている（全断連 ）。
）図 でわかるように入所・入院治療はいろんな主体のもとでおこなわれている。



施しており（ ）、 人（ ％）は グループ・リーダー 研修、 人

（ ％）は 依存症者援助ボランティア 研修、 人（ ％）は 企業の依存症者援

助ボランティア 研修に参加している。

再発者の割合とグループの役割 万 人の依存症者のうち 人（ ％）が再飲酒

などの再発をしている。しかしそのうち ％はグループにとどまることで安定を得てお

り、 大依存症セルフヘルプ団体は、これを依存症セルフヘルプ活動の卓越した成果だと

自己評価している。

）登記社団 ドイツ依存症問題中央センター（ ）

）概 観

上記のプロジェクトやアンケート実施の中心は 大依存症セルフヘルプ団体であり、それ

らの中央連合会はすべてアブスティネンス・セルフヘルプ団体という分類のもとに に

加盟し、 はそれらの団体に協働のためのプラットフォームを提供している

（ ）。 は 年に設立され、現在の加盟団体を確認するとアブスティネン

ス・セルフヘルプ団体という分類のほかに、民間福祉事業という分類で つの福祉団体の中

央連合会 ）、専門団体という分類で の団体、公法上の担い手という分類で つの団体が加

盟している。さらに協力組織として 州依存症問題センター・連邦活動協議会

（ ））など つの団体が加盟

している。

の活動は多岐にわたるが、 では活動分野を 職場の依存症問題 依存問題の相

談センター 依存関連のセルフヘルプ など に分類している ）。 はまた、ドイツの

公的医療保険によるセルフヘルプ促進においてセルフヘルプの標準的な代表団体の つにも

数えられている ）。わが国ではアルコール健康障害対策基本法にもとづいて 全国的な中心

となる拠点医療機関を定める ）ことが謳われている。 は医療機関ではないが、依存

症問題に取り組む拠点施設という点では、わが国に示唆を与えることができる。たとえば毎

年の 依存症年報（ ） の編纂・発行である。わが国と同様（中本

）ドイツでも依存症関連のデータは各部署がそれぞれに公表しており簡単に概観を得る

ことはできない。 はそれらのデータを集め、ときどきのトピックスに関する論稿も追

加して年報を発行している（ ）。
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）登記社団 連邦民間福祉事業活動協議会（ ）には つの福祉団体の中央連合会が加盟している
が、 ドイツにおけるユダヤ人の中央福祉センター はここの つからは外れている。
）州依存症問題センターはドイツ全体に ある。
）
）ドイツでは公的医療保険に、社会法典第 編 条（ 年から 条）にもとづいてセルフヘルプの
資金支援が義務づけられている。そしてそれを実施するにあたって保険者である疾病金庫の代表は、セル
フヘルプの標準的な代表団体との協力のもとに、セルフヘルプ促進原則（ ）を策定することが義
務づけられている。その つのセルフヘルプの代表団体の つが である。
）



ドイツの依存症ケアシステムにおけるセルフヘルプ（豊山）

）全国キャンペーン アクションウィーク・アルコール

年に 度ドイツでは アクションウィーク・アルコール（ ） と

いう全国キャンペーンが実施されている ）。 年で第 回となり、 はそのキャン

ペーンでコーディネーターとして活躍している。わが国でもアルコール健康障害対策基本法

にもとづいて毎年 月 日から 日の 週間が アルコール関連問題啓発週間 と定められ

た。ドイツのアクションウィーク・アルコールの考察は、わが国の啓発週間の取り組みに対

するヒントにもなりうる。

図 はアクションウィーク・アルコールの実施体制である。

キャンペーンの目的は、一般の人びとに対して、アルコールやアルコール関連問題の知識

や情報をできるだけ多く届けることである。そのために新聞やラジオ、テレビなどで大々的

に広報がなされるとともに、 年には 月 日から 月 日の 日間にドイツ全土で

以上のイベントが実施された ）。それぞれのイベントの実施主体は各地の相談センター

（ ）、企業、セルフヘルプ・グループ、専門クリニックなどであり、セミ

ナー、フォーラム、情報スタンドによる通行人への 、演劇による など多様な企画が

おこなわれた。イベントをやるかどうかは参加者の自由意思にゆだねられており、 は

）ここでの説明は、 で 年に入手した資料、 〔
（

）〕にもとづいている。
）第 回は 年 月 日から 日の 日間に実施されたが、資料の制約から第 回を詳しく報告する。

図 アクションウィーク・アルコールの実施体制

出所） で 年 月 日に入手した ファイル（入手希望の方はその旨記入のうえ
＠ までメール）



求められれば自ら作成したパンフレットやリーフレット等をそれらの主体に送付する。キャ

ンペーンの主催は連邦政府薬物諮問官（ ））で

ある。わが国の啓発週間でも内閣府、法務省、国税庁などの府省庁の連名で啓発ポスターが

作成・配布されたり、それら府省庁の主催でフォーラムが開催されたりしている。しかし

フォーラムは 年度で全国 ヵ所での開催にとどまっており ）、ドイツの事例を参考に多

様な主体を今後どう巻き込んでいくかは、検討に値する課題であろう。もっとも、ドイツで

こうした大々的なキャンペーンを実施できるのは、アルコール依存症関連の全国ネットワー

クや資金支援があるからであり、資金支援を担っているのは公的医療保険の保険者の つで

ある ）、ドイツ年金保険連合会（ ）などの諸団体である。ドイツ年

金保険連合会は、社会法典第 編 年金保険 条 節 番 ）にもとづいて、 ならび

にその加盟団体に雇われている計 名のセルフヘルプ依存症担当官の費用を負担している。

担当官は団体の枠を超えたセルフヘルプのネットワークを形成して専門施設との協力を促進

しており（ ）、先の 年アンケートのところでみたように グループ・リー

ダー 研修などもおこなっていた。このことは、依存症セルフヘルプの支援やネットワーク

を担うポストが制度的に確保されているということを意味する。

．福祉団体と依存症セルフヘルプ

）福祉団体

ドイツの医療や福祉の分野を考察すると頻繁にでてくる団体がある。 福祉団体である。

ゴル（ ）はドイツの 福祉団体は、民間福祉事業（ ）とい

う経済セクター全体の代理変数としてあげられる （ ）と述べて

いる。本稿で考察対象となっている 大依存症セルフヘルプ団体も、 福祉団体の つの団

体に属していた。

年で民間福祉事業（福祉団体）の運営している施設をみると全体で 万 あり、内

訳は病院 、青少年施設 万 、家族援助施設 、高齢者援助施設 万 、障害者

援助施設 万 、その他の施設 万 、教育・研修・継続教育施設 となっている。

雇われている者は 万 人である（ ）。民間福祉事業がどのく

らいの割合を占めるかは分野によって異なるが、たとえば入所介護施設だと、その担い手

（ 年）は企業 （ ％）、公益 （ ％）（そのうち民間福祉事業

（ ％））、公的 （ ％）となっている（ ））。そこでこれら
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） には 専門官 という訳もあるが 連邦大臣あるいは連邦首相によって指名され、大臣
や首相を、独立した立場から助言をおこなうかたちで支援する という内容から 諮問官 という訳をあ
てる。
）
）ドイツの疾病金庫はいくつかの系列に分かれており、 はそのなかでも最大の 代替金庫連
合会（ ） の系列に属する。
） 条は その他の給付 となっている。その 節に 分担する（ ）その他の給付として以下のも
のをあげることができる とあり、 番（ ）に リハビリテーション分野で研究する、あるいはリハ
ビリテーションを促進する施設への助成金 と定められている。



ドイツの依存症ケアシステムにおけるセルフヘルプ（豊山）

福祉団体の特徴を、モース（ ）らを基本に（ ））、ベーセネッカー

（ ）らで補いながら簡単にみることにしよう（ ）。

労働者福祉団（ ）

労働者福祉団は、社会民主主義的労働運動に起源をもち、 年に社会民主党（ ）

における労働者福祉のための中央委員会として設立された。現在 の州および管区連合会

が中央連合会に加盟している。 年の資料によれば労働者福祉団には 万人の登録会員

がおり、彼らは地域の社団に組織されている。 万人のボランティア、 万 人の専従

職員がおり、高齢者、障害者、児童、青少年、患者、外国人への援助を主な任務としてい

る。ベーセネッカーらによれば、 年の施設数は 万 である（

）。

ドイツ・カリタス連合会（ ）

ドイツ・カリタス連合会はカトリック教会の援助組織である。 年にケルンで司祭の

ヴェアトマン（ ）によって設立された団体が、 年のドイツ司教会議で

統一組織 として認められ、 年にはすべてのドイツ教区が つのカリタス団体をも

つことになった。 年以降、貧困化するドイツ国民に対する人的サービス、新しい社会

サービス機関や施設の建設と取り組んできた。

ドイツ・カリタス連合会や支部のサービスは広範囲に及んでいる。ベーセネッカーらに

よれば、 年には雇われている者が 万 人、施設数 万 となっている

（ ）。

同権福祉連合会（ ）

同権福祉連合会には、この団体がなければ福祉団体には入れないような独立系の組織や

グループが加入している ）。設立の契機は、フランクフルトの患者施設団体の計画に求め

られる。 年にベルリンで ドイツの自由、民間、公益的な患者・介護施設の連

合 、 年に ドイツの自由、民間、公益的な福祉施設連合 が第 の福祉団体として

設立された。 年の文章では同権福祉連合会は、社会福祉分野、医療分野における約

万の独立した組織、施設、グループの中央団体である。ベーセネッカーらによれば、雇わ

れている者は 年で 万 人である（ ））。

ドイツにおける福音主義教会のディアコニー事業団（

）

ディアコニー事業団は、ドイツにおける福音主義教会のソーシャルワーク組織である。

ハンブルクの神学者ヴィッヒャーン（ ）が 年にプログラムを構想し、

）ちなみに日本と異なりドイツでは、株式会社による病院運営は認められている。
）団体名のドイツ語表記は中央連合会のみを指すときと、それを含めて全体を指すときとで異なるが、こ
こでは に従う。
）ドイツのセルフヘルプにとって、この団体はきわめて重要なのだが（概略は豊山（ ））、本稿では詳
しく立ち入らない。
）ベーセネッカーら（ ） 頁の表では分野ごとに施設数も載っているが、彼らは合計を示して
いない。またベーセネッカーらは、同権福祉連合会の公表資料では（ 年公表、数値は 年）約 万
の加盟組織、約 万 の施設数、 万 人の専従職員とあるが、統計的な信頼性に疑問があるとし
て、内部資料による独自集計で当該数値を算出している。



ドイツ福音主義教会の内国伝道のための中央委員会 が設立された。ディアコニー事業

団は連邦主義構造をもっており、 の州連合会、 の専門団体、ドイツにおける福音主義

教会（ ）、さまざまな自由教会を束ねている。これらの会員は、全国約 万 施設

の連邦レベルの代表である。ベーセネッカーらによれば、 年で職員は 万 人であ

る（ ）。

ドイツ赤十字（ ）

ベルリンに本部のあるドイツの全国赤十字協会、ドイツにおける民間福祉事業の中央団

体、国際的な赤十字・赤新月社（ ）運動の一部である。

年に国際レベルで、ジュネーブに今日の 赤十字の国際委員会 の前身として、 五人委

員会 が設立され、 年に 負傷兵や病気兵分野での救護のためのドイツ結社の中央委

員会 が設立された。 年に西ドイツ、 年に東ドイツで新しく設立された。サービ

スは救済、献血、山岳救助隊、水難救助隊を専門にしており、この分野では活動をほぼ独

占している。ベーセネッカーらによれば、 年で雇われている者 万 人、サービス

機関・施設数 である（ ）。

ドイツにおけるユダヤ人の中央福祉センター（

）

は、福祉団体の最小の連合会であり、 年にユダヤ人の組織や福祉施設のた

めの中央団体として設立された。ナチス時代の の優先課題は移住者支援、冬場の

食糧供給、すべての社会問題に対する必要措置であった。 人の職員が約 のゲマイン

デで活動している。ベーセネッカーらによれば、施設数や職員に関しては不完全な申告し

かないので、正確な数値はわからない（ ）。それゆえ 福祉団体

とはいわれながらも、 は福祉団体の活動紹介において、そこからはずされること

も多く、後にみるヘッセン州の依存症セルフヘルプに関する図 において、 の州

連合会は 登記社団 ヘッセンにおける民間福祉事業連盟 （

）に加盟してはいるが ）、図には表記されていない ）。

団体や前身組織の設立年は、最も新しいものでも同権福祉連合会（ ）の

年であり、 福祉団体が長い伝統をもっていることがわかる。そして 年代まではこれら

の団体には民間福祉事業として公的担い手に対する優先権が制度的に与えられていた。この

特権的地位にもとづく非効率性や硬直性の発生が批判の対象となっていたのであるが、この

問題については 節でセルフヘルプとの関連で取り上げることにし、つぎに福祉団体と依存

症セルフヘルプの 構造的な 位置関係を確認しておこう。

）福祉団体と依存症セルフヘルプ

まずドイツ・カリタス連合会とクロイツブントを事例に つの福祉団体のなかでの 依

存症セルフヘルプの位置づけをみれば、ドイツ・カリタス連合会は の教区カリタス連合会
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）
）これは正確な数値がないからなのか、それとも自らの系列の依存症セルフヘルプ・グループをもたない
からなのかはわからない。



ドイツの依存症ケアシステムにおけるセルフヘルプ（豊山）

（ ）、 の 専 門 団 体 や 活 動 協 議 会、 つ の 修 道 会

（ ）から構成されている（ 年）。依存症セルフヘルプ団体のクロイ

ツブントは、この の専門団体の つに数えられている。専門団体の活動分野は高齢者援

助、家族援助など に分けられ、クロイツブントはそのなかの 特殊な生活状況にある人の

援助 に分類されている（ ）。

つぎにヘッセン州を事例に つの州のなかでの 福祉団体と依存症セルフヘルプの関係

をみてみよう（図 ）。

登記社団 ヘッセン州依存症問題センター（ ） は 年に設立され、現在の主な

資金源はヘッセン州社会・統合省からの資金である（ ）。図 からわかるよう

に、 は、ヘッセン州において州レベルで民間福祉事業に共通の事柄や利益をまとめ実

現するための登記社団 ヘッセンにおける民間福祉事業連盟と協力関係にあり、依存症リス

クのある人や依存症者の予防・支援分野で活動する団体およびその会員組織から構成されて

いる。地域の依存症セルフヘルプ・グループには 大依存症セルフヘルプ団体が加盟して

いる同権福祉連合会、ディアコニー事業団、カリタス連合会という つの福祉団体に所属す

るグループ、 ドイツ赤十字、労働者福祉団という つの福祉団体に所属するグループ、

独立系のアルコホーリクス・アノニマス（ ）に所属するグループがある。それ以外に福

祉団体や の系列に属さない依存症セルフヘルプ・グループも存在しているが、数は少

ない ）。 の理事会（ ）は つの福祉団体（州連合会）からの代表によって占

められており（ ）、それぞれの福祉団体の依存症担当部門が の主要な担い

）コンタクトシュテレ職員・シュトックからのメールならびにフランクフルト・コンタクトシュテレ（支
援センター）のグループ検索サービス。

図 ヘッセン州の福祉団体、依存症セルフヘルプ、 （ 年 月現在）

出所） をもとに筆者訳。



手・会員となっている。このように は つの福祉団体（州連合会）ときわめて関係が

深い機関なのである。

はまた 節でみた 登記社団 ドイツ依存症問題中央センター（ ） の協力組織

州依存症問題センター・連邦活動協議会 の所在地ともなっており、 事務局長の

シュミット ローゼンガルテン（ ）は 理事会のゲスト理事で

あり、 と の関係も深いことがわかる。

本稿の 節以降の考察から、 大依存症セルフヘルプ団体ならびにそこに所属する地域の

依存症セルフヘルプ・グループや、 、 は、伝統的な福祉団体（ここでは つのう

ち を除く つ）と密接な関係にあることがわかった。 の系列をのぞけば、ドイ

ツの依存症セルフヘルプは、福祉団体との関係のなかで機能しているのであり、専門家が関

与しないという側面が強調されてきたわが国のセルフヘルプの状況とはかなり異なる。もち

ろんわが国でその側面が強調されたのは、セルフヘルプが専門家や既存制度に取り込まれ、

当事者主導が実現されなくなることを懸念したからであった。この懸念は日本だけではな

く、当然ドイツでも存在しうる。ドイツではどうなっているのだろうか。 節で、この問題

について考察しよう。

．セルフヘルプの福祉団体への影響とわが国への示唆

）セルフヘルプの福祉団体への影響

ドイツのセルフヘルプや福祉団体の活動をわが国で先駆的に研究してきた坪郷實は両者の

関係について 福祉団体は特権的な地位を与えられ、公的担い手と一種のカルテルを形成し

てきた。そしてそれによって生じた柔軟性の欠如が、セルフヘルプ・グループの台頭をもた

らした と述べている（坪郷 ）。そうであれば、これまでにみてきた地域のセルフ

ヘルプ・グループが依存症セルフヘルプ団体を介して伝統的な福祉団体のなかに位置づけら

れているという状況は、セルフヘルプが福祉団体に 取り込まれた ということを意味する

のではないだろうか。実際ベーセネッカーらも、ドイツでは 年代末から 年代にかけ

て、新しい社会運動（ ）のなかで伝統的な福祉団体が批判され、

より多くの自立性、自己組織、当事者セルフヘルプを求めた動きが生じたが、それらの多く

はその後福祉団体の一部となることで相対化されてしまったと述べている（

）。しかし第 節のクロイツブントの概観で指摘しておいたように、依存症の援

助団体は 年代にグループワーク（ ）を導入することで、それまでの専門

家 中 心 の 援 助 共 同 体 か ら、 セ ル フ ヘ ル プ・ 援 助 共 同 体 に 変 わっ た

（ ）。なぜグループワークの導入なのか。この問題は筆者の考えるセ

ルフヘルプ概念とも関係してくるので、まずそこを明らかにしたい。

筆者の考えるセルフヘルプは、 （アルコホーリクス・アノニマス）に端を発する

グループのなかで語る こと、もっといえば当事者が グループのなかで対等な関係のも

とに語る こと ）を不可欠な要素とするものである ）。 形式的には 定期的な例会やミー
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ティングの存在が判断の目安になる ）。筆者は長い間、一部の研究者において を 現代

のセルフヘルプの始まり （ 中田 ）とする主張の意

味がわからなかった ）。なぜなら何らかの問題に悩む当事者が集まり協力しあってその解決

に取り組むということは、はるか昔からおこなわれていたことだからである。この疑問に対

して、コファール（ ）らのドイツのセルフヘルプの変遷に関する以下の記述は つ

の解答を与えている。すなわちドイツでは 年革命の時代にすでに、貧しい労働者階

級の苦しい貧困から、最初のフォーマルなセルフヘルプ集団（労働者同胞団、疾病援助金

庫、協同組合など）が設立されていた。しかし時間の経過とともに、疾病・介護金庫、労災

あるいは年金保険の組織は高度になり、社会政策や医療政策にも浸透し、もはや誰もこれら

の組織を セルフヘルプの思想 と結びつけて考えようとはしなくなった。そうしたなかで

年にアメリカで が成立した。 は、当事者が グループのなかで対等な関係の

もとに語ることで自助（ここでは断酒）を実現 することを可能にし、ドイツには 年に

アメリカ占領軍兵士を通して伝わり ）、 年代以降ドイツ各地に広がっていった（

）。筆者が グループのなかで語る ことを、自らのセルフヘルプの定義の不

可欠の要素とするのは、それが 現代のセルフヘルプ を固有に特徴づけるものと考えるか

らである。

依存症セルフヘルプ団体は、そうした グループのなかで語る グループワークを導入す

ることで、援助団体からセルフヘルプ団体に変わっていった。クロイツブントを事例にその

変化を確認すれば（ 節も参照）、クロイツブントの設立は 年、 の設立は 年

で、時代的にはクロイツブントの方が古い。そのクロイツブントが 年代に に由来

するグループワークを導入し、 年には連邦理事会の理事長に初めて依存症当事者を選出

した。クロイツブント連邦事務局の事務局長ヤンセン（ ）は、これを パラダイ

ム転換 と位置づけている ）。 年に団体は名称を 登記社団 クロイツブント─依存症

者のためのセルフヘルプ・援助共同体 に変更し ）、そこにセルフヘルプの文字が入った。

したがって、セルフヘルプはクロイツブントという伝統的な団体のコンセプトを変化させた

）ドイツ語は“ ”であり、直訳では 対等な関係のもとに という
ニュアンスはない。ただ の の伝統という原理（ ）を加味してその
ニュアンスをくわえている。
）もちろんそれ以外の定義を認めないというわけではない。セルフヘルプの社会におけるプレゼンスを主
張しようとすれば、筆者の定義では狭すぎるかもしれない。たとえば田尾雅夫（ ）は 互いに助け合
う という特徴に注目してセルフヘルプ集団を規定し、当事者団体から地域通貨まで広く捉えている（田
尾 ）。ただし筆者は田尾の見解はあまりに広すぎると思う。
）筆者は、例会に関して、オンライン上の例会も排除しない。ただしここでいう例会の存在という条件は
必要条件であり、そのなかで参加者の 対等な関係 は必ずしも保証されるわけではない。それはグルー
プの工夫や努力にかかっているのであり、したがって 形式的には という留保を付けている。
）研究者によって起源をどこに求めるかは異なる。久保は源流を 世紀英国の に求め
ている（久保 ）。岡は欧米のセルフヘルプ・グループの思想的源流としてフローランド
（ ）に従って 自助論 のスマイルズ（ ）とアナーキストのクロポトキン（
）をあげている（岡 ）。

） の世界的な広がりの要因の つとして、世界各地に駐留しているアメリカ軍兵士の存在は大きい
（ 日本 ）。
） 年 月 日のクロイツブント連邦事務局でのヒアリング。
）現在の団体名は 登記社団 クロイツブント 依存症者と家族のためのセルフヘルプ・援助共同体 で
ある。



のである。

クロイツブントの変化あるいはその背景となったグループワーク重視の時代背景が、ドイ

ツ・カリタス連合会にどのような作用を及ぼしたかを、筆者は直接に確認できる資料をもた

ない。しかし福祉団体が時代や政策の変化に対応して変化してきているということは、ベー

セネッカーらをもとに示すことができる。福祉団体に特権的地位が与えられたヴァイマル期

にまで遡って、変遷を簡単に振り返っておこう。福祉団体が特権的地位を獲得する契機と

なったのはヴァイマル期のロビー活動であり、それによって福祉団体は、 年の救済義務

に関するライヒ（全国）政令（ ）のも

とに民間福祉事業として、公的救済に対する優先権を獲得した。 年 月の第 政令

（

）は、民間福祉事業ライヒ（全国）中央団体の施設に、国家から補助金（福

祉年金）を与えると同時に、公的担い手をそこから排除し、これはドイツの福祉事業の形態

にとって大きな意味をもった。その体制は戦後も受け継がれ、連邦憲法裁判所の 年判決

においてもなお、条件付きではあるが、民間福祉事業（福祉団体）に優先権が与えられてい

た。その後、坪郷の指摘するように、特権的地位にもとづく福祉団体の硬直性への批判は大

きくなり、 年の社会法典第 編 児童・青少年援助 では公的担い手と民間担い手の

パートナーシップ協力 が謳われ、これまでの優先権は制限されることになった。そして

年の介護保険、 年の連邦社会扶助法改正、 年の児童・青少年援助法（社会法典

第 編）改正などでは、その優先権はなくなった。この状況の推移からすれば、すでに現

在、福祉団体は衰退していると判断したくなるであろう。しかし現実はそうではなく、民間

福祉事業として施設数 万 、雇われている者 万 人をかかえ、社会サービス市場

において依然として優勢を保っている。これは、福祉団体においてはロビー体制が整備さ

れ、現在も機能していることの証拠でもあるが、それだけではなく福祉団体そのものが時代

や政策の変化に対応して変化していっている側面も見落とせない。ベーセネッカーらは、福

祉団体はクオリティ・マネジメントを準拠枠としながら、市民社会で共同善志向のセクター

として新しいアイデンティティ形成を追求していると指摘している（

）。これをもって福祉団体の変化にセルフヘルプが大きな影響を及ぼしたというこ

とはいえないが、援助団体からセルフヘルプ団体に変わったクロイツブントが専門団体の

つとして福祉団体のドイツ・カリタス連合会に所属していること、ヘッセン州で つの福祉

団体がそれぞれ自らの系列のセルフヘルプ・グループをもっていたということを考えれば

（図 ）、セルフヘルプは福祉団体に一定の影響を与えているということは許されるだろ

う。

）わが国への示唆

依存症セルフヘルプ・グループは、依存症セルフヘルプ団体や福祉団体からさまざまな支

援を受けている。すでに指摘したように、 やその加盟団体には、セルフヘルプ依存症

担当官というポストが存在しており、担当官はグループの リーダー研修 などをおこなっ

ていた。そして彼らの人件費等は年金保険連合会からでていた。つまり依存症セルフヘルプ

の支援を担う専門職が制度的に確保されている。筆者はこの、依存症セルフヘルプ支援の専
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門職、ひろくは依存症支援の専門職が確保されているということは、今後のわが国の施策展

開を考える場合に、ドイツから学ぶことのできることの つであると考えている。

わが国ではセルフヘルプに関してこれまで当事者の自立性を重視するあまり、専門家が関

与しないという側面が強調されてきた（三好 ）。その結果、セルフヘルプ・グルー

プの運営を、すべて当事者自身の力でやろうとする自前主義的な考えや行動が強く前面にで

てくる。断酒会を事例にとれば─医療行為や回復支援においては医師やワーカー等の専門家

は関与しているが ）─ことグループ運営になると、自前主義の傾向が強くなる。専門家も、

運営については、当事者の意思を尊重する結果セルフヘルプ・グループに助言やアドバイス

をすることに消極的になっている。よく 当事者のことは当事者でなければわからない と

いわれ、筆者もその主張には同意する。しかし問題は 何が 当事者でなければわからない

のか、である。たしかに依存症を抱えることで体験した困難や生きづらさ、これは本人にし

かわからないだろう。それゆえ体験談は当事者にしかできない。しかし運営の悩みに関する

相談、資金管理、広報はどうだろうか。これらは当事者だけでなく、有償であれボランティ

アであれ、専門家のアドバイスや助言を受けた方がより早期の状況の改善につながる場合も

多いだろう（誤解のないように断っておくが、当事者同士の相談はなによりも重要であ

る）。断酒会は近年会員の急激な減少に直面し、役職者を中心にそれへの対応に苦労してい

る。そのことを考えるとき、専門家のアドバイスを受けることは、より一層大切なことであ

るように思える。この場合、当事者でなければできないことは体験談であり、それを グ

ループのなかで対等な関係のもとに語る ことはセルフヘルプ・グループの決して譲れない

部分となる。そしてその要素を保持しつつ、運営に関して専門家のアドバイスや支援をどう

確保し、どう取り入れていくかについて今後ノウハウを蓄積していく必要がある。

ちなみにこの例会を最重視する立場は、筆者のオリジナルではなく、断酒会自身がすでに

綱領的文書 断酒会規範 の規範 断酒例会はあらゆる条件を超えて平等であり、支配者

はいない に関連づけて述べていることである。

断酒会は企業や組合のような縦組織を持っているが、われわれにとって一番大切な例会

に関しては、組織として機能するのは例会場の設営までである。

例会の中身は、役職や断酒歴に関係なく平等な立場で参加したわれわれがつくる。縦組

織とはまるで関係のない横一線の形で進められる（全断連 ）。

ここでは いついかなるときも断酒会員は平等である といったことは主張されていな

い。例にでている 例会場の設営 についていえば、会員全員の意見を十分にくみとる時間

はとれないかもしれず、その場合は、担当者の決めた場所に、他の会員は参集せざるをえな

い。しかし例会場で体験談を語るときには話は別であり、そこでは 言いっぱなし、聞きっ

ぱなし のルールのもと、参加者は他の参加者を批判することなく、彼らの体験談に耳を傾

ける必要がある ）。筆者は、こうした例会の存在がセルフヘルプ・グループに固有のものと

）ただし潜在的なアルコール依存症者に比べると医療や回復支援施設につながる人は少なく、これをどう
掘り起こし、増やしていくかはアルコール健康障害対策基本法の課題でもある。



考えており、コファールらのドイツのセルフヘルプの変遷に関する言説も考慮に入れて、自

らの考えるセルフヘルプにおいて グループのなかで対等な関係のもとに語る ことを不可

欠の要素としている。

例会での対話という中核は保持しつつ、それ以外の活動ではセルフヘルプ・グループの抱

える人的資源や、地域の社会資源を加味して、グループ外から助言や支援を受けるノウハウ

やネットワークを構築していく必要がある。ただ専門家に相談しても、現状では専門家がセ

ルフヘルプについて知らないということも多い。そうであれば知らず知らずのうちに、専門

職からの支援が当事者を従属状態にしてしまうということもおこりうる。その点ドイツに

は、 や依存症セルフヘルプ団体などの枠組みと、年金保険連合会による資金支援をも

とにセルフヘルプ依存症担当官という専門家が存在し、彼らを中心に支援のノウハウが蓄積

されている。今後、わが国でアルコール健康障害対策基本法にもとづいて施策が展開される

なかで、そうしたノウハウのうち、どのレベルでどのノウハウがどのように参考になるのか

を具体的に取り上げ、考察していくことは筆者の課題でもある。

最後に、セルフヘルプ・グループが助言や支援を受ける専門家とは何も医療や福祉の関係

者に限らず、さまざまな分野の専門家を考慮に入れなければならない。現在、断酒会の周辺

では、断酒だけでなく、会員減少への対応ということもあって、節酒や減酒というコンセプ

トも考慮する必要があるのではないかという話がでている。しかし行動経済学の知見によれ

ば、断酒会はあくまでも断酒という原則を守らなければいけない。というのも依存症者らは

自分の短期的な満足を優先させ、長期的な計画をドミノ倒し的に反故にしてしまう傾向があ

るからである。これを、マイ・ルールを作って律しようとする際には、マイ・ルールはごま

かしようのない明確な内容でなければならない。 ビールは一本以上飲まない よりは

ビールは一滴も飲まない の方がよい。なぜなら、依存症者は、これくらいなら一本とは

いえないというこじつけをおこなって結果的に大量に飲んでしまうおそれがあるからである

（池田 ）。このように経済学からも、セルフヘルプ・グループの運営にとっては有

用な知見を得られるのであり、セルフヘルプ支援については、グループ活動の中核を保持し

つつ、海外の情報も取り入れて、多くの知を結集する必要があるのである。

．結論と課題

本稿で述べたことをまとめれば次のようになる。ドイツの依存症者ケアシステムの概観を

示した後、 チャンスを切れ目なく利用する プロジェクトを端緒としてドイツの依存症セ

ルフヘルプはケアシステムのなかでしっかりと位置づけられており、それを担う団体として

大依存症セルフヘルプ団体、 に注目した（ 節）。

大依存症セルフヘルプ団体の概略を示した後、これらの団体に所属する依存症セルフヘ

ルプ・グループが依存症 全般 を対象としていることを指摘し、実際にはどのような依存

形態が多いか、団体はグループに対してどのような支援をおこなっているかを、 年アン
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ケートにもとづいて明らかにした。これらの考察のあとに （ドイツ依存症問題中央セ

ンター）について検討し、その活動は、拠点医療機関を定めようとしているわが国において

も参考になることを示した。またわが国のアルコール関連問題啓発週間については、

のコーディネートしている全国キャンペーン アクションウィーク・アルコール から示唆

が得られるのではないかということも指摘した（ 節）。

大依存症セルフヘルプ団体、 が 福祉団体と関係が深いことから、 福祉団体の

概略を示した後に、福祉団体と依存症セルフヘルプの関係を考察した。ヘッセン州の事例で

は、福祉団体の州連合会と （ヘッセン州依存症問題センター）、 と の関係

にも言及した。これらの考察から （アルコホーリクス・アノニマス）の系列を除い

た、ドイツの依存症セルフヘルプは、伝統的な福祉団体との関係のなかで機能しており、専

門家が関与しないという側面が強調されてきたわが国のセルフヘルプの状況とはかなり異な

ると述べた（ 節）。

ドイツでは伝統的な福祉団体の柔軟性の欠如が、セルフヘルプ・グループの台頭をもたら

したという見解があり、それからすれば、 節で示した状況は、福祉団体が自らの依存症セ

ルフヘルプ団体を通してセルフヘルプを 取り込んで しまったことを意味するのではない

かということを問題にした。しかし実際は必ずしもそうではなく、依存症セルフヘルプ団体

は、以前は専門家中心の援助団体であったが、 に端を発するグループワークを導入し

たことでセルフヘルプ団体になったことを明らかにした（セルフヘルプが団体を変えたとい

う側面）。ドイツでは福祉団体、依存症セルフヘルプ団体によって依存症セルフヘルプは専

門的に支援されているが、わが国ではとくにグループ運営になるとすべてを当事者の手でや

ろうとする自前主義が強く前面にでている。しかし 当事者のことは当事者しかわからな

い というのは、体験談や例会に当てはまる話であって、運営の悩みに関する相談、資金管

理、広報などについては必ずしも当てはまらない。わが国の依存症セルフヘルプは今後、

グループのなかで対等な関係のもとに語る という中心的な部分を保持しつつ、ドイツな

どの事例を参考に、また医療や福祉関係にかぎらず、経済学などのその他の分野の専門家の

アドバイスや支援をどう確保し、どう取り入れていくかについてノウハウを蓄積する必要が

ある。これが本稿の結論である（ 節）。

今後の課題は、わが国のアルコール健康障害対策基本法にもとづく施策展開において、ド

イツのノウハウを活かす文脈を明らかにすることである。また大きな課題としては以下のも

のがある。本稿では、福祉団体、依存症セルフヘルプ団体、地域の依存症セルフヘルプ・グ

ループといういわば縦の、分野特殊的な系列でドイツのセルフヘルプならびにセルフヘルプ

促進を考察した。しかし依存症セルフヘルプには の系列も存在しているし、また全国

各地にあるセルフヘルプ・コンタクトシュテレ（支援センター）による横の、分野横断的な

セルフヘルプ促進も存在している。この、セルフヘルプを通して浮かび上がってくる縦と横

の促進の組み合わせが 団体の国 といわれるドイツ社会国家（福祉国家）にとってどのよ

うな意味をもつのか。今後検討していきたい。

【謝辞】本稿作成にあたり、ギーセン・セルフヘルプコンタクトシュテレのマツァット

（ ）氏、フランクフルト・セルフヘルプコンタクトシュテレのシュトック（ ）



氏、クロイツブントのヤンセン（ ）氏、グート・テンプラーのシュナイダー

（ ）氏、 のラーメ（ ）氏、 のミュラー（ ）氏、ルンメル

（ ）氏、 のシュミット ローゼンガルテン（ ）氏をはじ

めとした多くの方々にお世話になりました。またヘルテル（ ）家のみなさんには、筆

者の今回のドイツ滞在時にも暖かく見守っていただきました。ここに記して感謝いたしま

す。

なお、本研究は、平成 年度大阪商業大学研究奨励助成費を受けておこなったもので

す。
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